
中  間  貸  借  対  照  表

[単位 百万円]

期    別  

 科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％ ％

 流  動  資  産 36,949 55.6 34,982 54.6 36,639 55.1

現金 及び 預金 5,356 5,923 5,941

受  取  手  形 6,397 6,164 4,850

売    掛    金 10,846 10,134 11,459

有  価  証  券 8,793 7,381 9,391

原    材    料 3,277 3,005 3,031

仕    掛    品 1,744 1,739 1,460

貯    蔵    品 30 16 27

前    渡　　金 - 81 - 

前  払  費  用 102 93 34

有 償 支 給 代 41 26 24

繰 延 税金資産 278 297 260

そ    の    他 107 121 181

貸 倒 引 当 金 △ 26 △ 3 △ 23

 固  定  資  産 29,538 44.4 29,126 45.4 29,829 44.9

 有形固定資産 ( 22,019 ) ( 33.1 ) ( 21,514 ) ( 33.6 ) ( 21,903 ) ( 33.0 )

建          物 8,841 8,901 8,845

構    築    物 741 764 758

機械 及び 装置 1,590 1,773 1,675

車 両 運 搬 具 50 155 59

工具 器具 備品 260 243 246

土          地 9,746 9,441 9,678

建 設 仮 勘 定 788 234 639

 無形固定資産 ( 178 ) ( 0.3 ) ( 141 ) ( 0.2 ) ( 156 ) ( 0.2 )

電 話 加 入 権 18 18 18

そ    の    他 159 122 137

 投  資  等 ( 7,340 ) ( 11.0 ) ( 7,469 ) ( 11.6 ) ( 7,769 ) ( 11.7 )

関係会社 株 式 839 809 809

投 資 有価証券 3,391 4,446 4,035

長 期 貸 付 金 549 538 554

長 期 営業債権 441 480 461

長 期 前払費用 695 56 777

繰 延 税金資産 372 - 135

そ    の    他 1,311 1,230 1,255

貸 倒 引 当 金 △ 260 △ 93 △ 259

資  産  合  計 66,487 100.0 64,108 100.0 66,468 100.0
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(平成13年9月30日現在) (平成12年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

当  中  間  期 前  中  間  期 前       期



中  間  貸  借  対  照  表

[単位 百万円]

期    別  前       期

(平成13年3月31日現在)

 科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％

 流  動  負  債 11,832 17.8 9,570 14.9 11,585 17.4

支  払  手  形 1,869 3,889 4,246

買    掛    金 7,500 3,361 4,589

未    払    金 294 49 294

未払 法人税 等 78 - - 

未払 消費税 等 63 47 123

未  払  費  用 1,289 1,313 1,386

前    受    金 134 367 371

預    り    金 383 337 348

前  受  収  益 16 16 14

製品保証引当金 201 186 211

 固  定  負  債 2,863 4.3 1,969 3.1 2,795 4.2

長 期 借 入 金 580 122 523

長 期 未 払 金 315 - 315

長期預り保証金 242 242 242

退職給付引当金 1,443 1,350 1,452

役員退職慰労引当金 226 183 202

長 期 前受収益 54 64 59

繰 延 税金負債 - 4 - 

  負  債  合  計 14,696 22.1 11,539 18.0 14,381 21.6

( 資 本 の 部 )

 資    本    金 11,786 17.7 11,786 18.4 11,786 17.7

 法 定 準 備 金 12,370 18.6 12,558 19.6 12,360 18.6

資 本 準 備 金 11,824 12,031 11,824

利 益 準 備 金 546 527 535

 剰    余    金 27,884 41.9 27,794 43.3 27,895 42.0

圧 縮 積 立 金 1,202 1,107 1,107

圧縮特別積立金 81 116 116

別 途 積 立 金 25,634 25,434 25,434

中間(当期)未処分利益 965 1,135 1,237

[うち中間純利益] [ 102 ] [ 108 ] [ 305 ]

  その他有価証券評価差額金 △  249 △0.3 430 0.7 44 0.1

  資  本  合  計 51,790 77.9 52,569 82.0 52,087 78.4

負債・資本合計 66,487 100.0 64,108 100.0 66,468 100.0
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当  中  間  期

(平成13年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成12年9月30日現在)



中  間  損  益  計  算  書

[単位 百万円]

期    別  当    中    間    期 前    中    間    期 前              期

(平成13年4月1日～平成13年9月30日) (平成12年4月1日～平成12年9月30日) (平成12年4月1日～平成13年3月31日)

  科    目 金     額 百分比 金     額 百分比 金       額 百分比

(経 常 損 益 の 部) % % % 

 営  業  損  益

 売      上     高 20,083 100.0 17,788 100.0 39,184 100.0

 売   上   原   価 16,512 82.2 14,275 80.3 31,684 80.8

 販売費及び一般管理費 3,368 16.8 3,405 19.1 6,851 17.5

営   業   利   益 202 1.0 107 0 0.6 648 1.7

 営 業 外 損 益

  営 業 外 収 益 ( 141 ) ( 0.7 ) ( 353 ) ( 2.0 ) ( 477 ) ( 1.2 )

  受取利息及び配当金 89 91 161

  雑      収      入 51 262 316

  営 業 外 費 用 ( 102 ) ( 0.5 ) ( 159 ) ( 0.9 ) ( 271 ) ( 0.7 )

  支   払   利   息 2 2 6

  雑      支      出 99 157 265

経   常   利   益 241 1.2 300 1.7 854 2.2

(特 別 損 益 の 部)

 特 別 利 益 ( 16 ) ( 0.1 ) ( 286 ) ( 1.6 ) ( 500 ) ( 1.3 )

 固 定 資 産 処 分 益 0 1 179

 投資有価証券売却益 15 - 35

 貸 倒 引当金  戻入益 - 4 4

 退職給付引当金戻入益 - 270 270

 ゴルフ会員権 売却益 - 9 9

 特 別 損 失 ( 41 ) ( 0.2 ) ( 356 ) ( 2.0 ) ( 720 ) ( 1.9 )

 固 定 資 産 処 分 損 17 113 140

 投資有価証券評価損 - - 22

 早 期 退 職 優 遇 金 19 36 42

 退職給付引当金繰入損 - - 126

 貸 倒 引当金  繰入損 - - 160

  ゴルフ会員権 評価損 3 35 44

 ゴルフ会員権 貸倒引当金繰入損 0 92 93

企業年金保険積立損失金 - - 11

  創立４５周年記念費用 - 64 64

  過年度特別土地保有税 - 13 13

税引前中間(当期)純利益 216 1.1 231 1.3 633 1.6

 法人税、住民税及び事業税 154 0.8 29 0.2 58 0.1

 法 人 税 等 調整額 △  40 △0.2 94 0.5 270 0.7

中間(当期)純利益 102 0.5 108 0.6 305 0.8

前 期 繰 越 利 益 862 1,027 1,027

 中  間   配  当  額 - - 87

 利益準備金 積 立 額 - - 8

中間(当期)未処分利益 965 1,135 1,237
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 < 中間財務諸表作成の基本となる事項 >

  1. 有価証券の評価基準及び評価方法

       売買目的有価証券・・・・・時価法  なお、売却原価は移動平均法により算定

       満期保有目的の債券・・・・償却原価法

       子会社及び関連会社株式・・移動平均法による原価法

       その他有価証券

         時価のあるもの・・・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

         時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法

  2. デリバティブの評価基準及び評価方法・・・・・時価法

  3. たな卸資産の評価基準及び評価方法

       原材料及び仕掛品 総平均法による原価法

  　   貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

　4. 固定資産の減価償却の方法

       有形固定資産　 建  物 定額法

その他 定率法  なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資

        産については、一括償却資産として3年間均等償却

 　    無形固定資産　　　　　　 定額法  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

        利用可能期間(5年)に基づく定額法

  5. 引当金の計上基準

       貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

       退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上し

ています。なお、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定率法により、翌事業年度から費用処理することと

しています。

       役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、商法第287ノ2に規定する引当金として、

内規に基づく中間期末要支給額を計上しています。

       製品保証引当金 製品のアフターサービス費及び無償修理費の支出に備えるため、過去の実績に基

づき当中間期負担額を計上しています。

  6. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

  7. リ－ス取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

います。

  8. ヘッジ会計の方法　 

     ・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。

振当処理の要件を満たしている為替予約等については、全額振当処理を行っています。

     ・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・・・・デリバティブ取引（為替予約取引）

ヘッジ対象・・・・・・為替相場変動等による損失の可能性があり、為替相場変動等

                     が評価に反映されていないもの

     ・ヘッジ方針 外貨建の契約の締結時に先物為替予約を行うことを基本方針とし、先物予約の残高は、

輸入取引に伴う実需の範囲内に限定しています。

     ・ヘッジの有効性評価の方法 金利も含めた相場変動幅すべてをその評価対象に含めています。

     ・その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

為替予約取引の管理は、財務部にて行われており、取引に当っては、その都度「社内

規程」に基づき財務部担当役員の承認を受けて実施し、また、月次報告等により内部

統制を機能させ、リスク管理を行っています。
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  9. 収益及び費用の計上基準 売上高のうち、工期が１年を超え、かつ請負金額が５億円以上のごみ処理プラン

ト工事については、工事進行基準を採用しています。

 10. 消費税等の会計処理　 税抜方式によっています。

 < 注  記  事  項 >

  貸借対照表に関する事項

    (1) 有形固定資産減価償却累計額 １７,１２５ 百万円

    (2) 担保に供する資産          定 期 預 金 ２００ 百万円

    (3) 保証債務残高 ６ 百万円

    (4) 受取手形割引高 ２,２１９ 百万円

    (5) 流動資産のその他には自己株式　52株、 0百万円が含まれています。

    (6) 期末日満期手形

        手形交換日をもって決済処理しています。従って、当中間期末日は金融機関の休日であったため、

        次の期末日満期手形が中間期末残高に含まれています。

受 取 手 形 ２７６ 百万円
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3. リ－ス取引関係

[単位 百万円]

当     中     間     期 前     中     間     期 前                 期

( 平成13年4月1日 ～ 平成13年9月30日 ) ( 平成12年4月1日 ～ 平成12年9月30日 ) ( 平成12年4月1日 ～ 平成13年3月31日 )

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認め  リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認め  リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認め

 られるもの以外のファイナンス・リ－ス取引  られるもの以外のファイナンス・リ－ス取引  られるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却

  累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び期末残高相当額

減価償却中間期末 減価償却中間期末 減価償却期 末
取得価額累 計 額残 高 取得価額累 計 額残 高 取得価額累 計 額残 高

相 当 額相 当 額相 当 額 相 当 額相 当 額相 当 額 相 当 額相 当 額相 当 額

機械及び装置 373 110 262 機械及び装置 358 39 318 機械及び装置 358 74 283

車 輌 運 搬 具 119 15 104 車 輌 運 搬 具 4 0 3 車 輌 運 搬 具 67 2 65

工具器具備品 879 572 307 工具器具備品 1,158 810 348 工具器具備品 1,246 888 358

合 計 1,372 698 674 合 計 1,521 851 670 合 計 1,672 965 707

（注)取得価額相当額の算定は 同    左 同    左

     支払利子込み法によっています。

      １年内2.未経過リース料中間期末残高相当額       １年内2.未経過リース料中間期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

1年内 242 1年内 231 1年内 249

1年超 431 1年超 438 1年超 458

合計 674 合計 670 合計 707

 (注)未経過リ－ス料中間期末残高の算定は 同    左  (注)未経過リ－ス料期末残高の算定は

     支払利子込み法によっています。      支払利子込み法によっています。

3.支払リ－ス料等 3.支払リ－ス料等 3.支払リ－ス料等

支払リース料 136 支払リース料 138 支払リース料 268

減価償却費相当額 136 減価償却費相当額 138 減価償却費相当額 268

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を 同    左 同    左

  零とする定額法によっています。
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部   門   別   売   上   高
      [単位 百万円]

期  別 当  中  間  期 前  中  間  期 前        期

(平成13年4月1日～平成13年9月30日) (平成12年4月1日～平成12年9月30日) (平成12年4月1日～平成13年3月31日)

 部門別 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比

% % % 

 特   装   車 15,291             76.1 14,504             81.5 29,979             76.5        

 環境整備機器 4,792               23.9 3,284               18.5 9,205               23.5        

合    計 20,083             100.0 17,788             100.0 39,184             100.0       

うち  輸出額 522                 2.6 622                 3.5 1,238               3.2          

部   門   別   受 　注  高
     [単位 百万円]

期  別 当  中  間  期 前  中  間  期 前        期

(平成13年4月1日～平成13年9月30日) (平成12年4月1日～平成12年9月30日) (平成12年4月1日～平成13年3月31日)

 部門別 受  注  高 受注残高 受  注  高 受注残高 受  注  高 受注残高

 特   装   車 15,393             4,354       14,848             4,217       30,358             4,252       

 環境整備機器 6,938               12,397     4,825               8,662       12,335             10,251     

合    計 22,331             16,751     19,673             12,879     42,693             14,503     

うち  輸出額 412                 257         667                 344         1,306               367         
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